
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 458 議会だより発行事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 議事課 課長名 加藤　陽介
この事務事業の開始時期 平成7(1995)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

議会の活動を広く市民に周知することにより、開かれ 令和４(2022)年度から編集は、議会事務局が行い、原
た議会を目指し、年４回の定例会及び５月の臨時会の 稿の作成、掲載する写真の撮影及び校正を議員と議会
計５回、一般質問の内容などを中心に、議会だより「 事務局で行うこととした。また、議会ホームページで
きずな」を発行し、全世帯に配布している。 も議会だよりの公開をしている。議会だよりの発行に
　令和４(2022)年度から編集を議会事務局にて行うこ より、議会の活動状況を広く住民に周知することによ
ととした。 り、市民の議会や市政に対する理解を深める効

令

果があ
「ＳＤＧｓの取

和

り組み：16」 る。

定

 

例会、５月臨時会毎に

5

議員と議会事務局が原

年

稿を作成し、事務局が

度

編集を行った
R4年度

（

に実施した具体的な 。

4

印刷業者に発注して印

年

刷・製本を行い、市内

度

全戸に配布した。
事業

実

の方法、手順、指標に

施

対す
る成果等

事務事業

分

を取り巻く状況は過去

）

と比べ変化しているか

事

(1)活動指標（事務

務

事業の活動量を表す指

事

標）

議会広報広聴特別

業

委員会が行っていた編

目

集を令和４年度か 名称

的

単位
ら議会事務局職員

評

が行うこととなった。

価

① 議会だより発行部数

表

部
変 化

② 議会だより

様

発行回数 回
内 容

対象

式

(この事業の対象、範

1

囲となる人、物) (2

-

)対象指標（対象の大

1

きさを表す指標）

市民

記

名称 単位
① 人口 人
②

目

入

的(この事業によって

日

上記対象をどのような

令

状態にしたいのか) (

和

3)成果指標（目的の

0

達成度を示す指標）

み

5

よし市議会の各種情報

年

や本会議での一般質問

0

の内容などについ 名称

5

単位
て広く分かり易く

月

市民に知らせる。 ① 議

2

会だより発行部数（年

5

間） 部
②

結果(上位基

日

本事業の意図) (4)

１

結果の成果指標（上位

事

基本事業の成果指標）

務

行政情報を適切に管理

事

し、事務の効率化を図

業

るとともに積極的に 名

の

称 単位
情報を公表、公

現

開し、市政に関心を深

状

めてもらい、市民に街

　

づく ① 広報で情報を得

Ｐ

たと答えた人の割合 ％

Ｌ

りに参加してもらう。

Ａ

② ホームページのアク

Ｎ

セス数 件

事務事業の各

及

種指標の実績と見込及

び

び目標

R3年度 R4年

Ｄ

度 R4年度 R5年度 R

Ｏ

6年度 R7年度 R8年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

務

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
(1)の ① 部 23,

名

200 23,890 2

N

3,400 23,70

o

0 23,800 23,

.

900 24,000
活

4

動指標 ② 回 5 5 5 5 5

5

5 5
(2)の ① 人 61

8

,218 62,360

議

61,375 61,6

会

56 61,938 62

だ

,219 62,500

よ

対象指標 ②
(3)の ①

り

部 115,500 12

発

4,450 116,6

行

00 118,500 1

事

19,000 119,

業

500 120,000

政

成果指標 ②
(4)の結

策

果の ① ％ 90 90 83

こ

83 83 83 83
成果

の

指標 ② 件 1,825,

事

399 1,835,0

務

00 1,554,12

事

3 1,565,000

業

1,575,000 1

施

,585,000 1,

策

595,000
予算費

の

目 会計 01 一般会計

位

款 01 項 01 目 01

コ

置

スト 年度 R3年度 R4

基

年度 R4年度 R5年度

本

R6年度 R7年度 R8

事

年度
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

主

目標値
事業費(決算又

管

は予算額)Ａ 単位 1,

課

557 3,437 2,

名

544 3,563 3,

課

563 3,563 3,

長

563

財
源
内
訳

 国庫

名

支出金 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
 県支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 地方債

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

務

その他 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 一般財源 千円 1

業

,557 3,437 2

の

,544 3,563 3

開

,563 3,563 3

始

,563
人件費Ｂ 千円

時

490.4 108.6

期

489.4 489.4

事

489.4 489.4

務

489.4
正職員従事

区

時間×人数 時間×人 4

分

0× 3 10× 3 40×

法

3 40× 3 40× 3 4

定

0× 3 40× 3
正職員

受

以外の人件費 千円 56

託

0 55 55 55 55 5

事

5
その他の費用Ｃ 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
トータ

自

ルコストA+B+C 千

治

円 2,047.4 3,

事

545.6 3,033

務

.4 4,052.4 4

こ

,052.4 4,05

の

2.4 4,052.4

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0 0.1 0 0.

事

1 0.1 0.1 0.1

業

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

根

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

みよし市議会の各

業

種情報や本会議での一

名

般質問の内容などにつ

N

いて広
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
く分

.

かり易く市民に知らせ

4

るための事業であるた

5

め。
に伴い、目的を見

8

直す（目
その理由

的の

議

追加・拡充又は絞込）

会

必要はありませんか？

だ

■ ない

有
効
性

現在全て

よ

の世帯に配布しており

り

、成果指標を向上させ

発

ることができない。
今

行

以上に事業の成果を向

事

上

させる方法を記入し

業

て下さ

い。 内　容
※(

２

3)の成果指標を向上

評

させる

　ことはできま

価

すか？

概ね計画値どお

　

りで達成した。
目的達

Ｃ

成状況 内　容

■民間へ

Ｈ

の一部委託 □民間への

Ｅ

全部委託
市関与の必要

Ｃ

性 □指定管理 □補助金

Ｋ

・負担金助成 □市の直

目

営
内　容

　（実施手法

的

） 誌面の編集等は、議

妥

員及び市職員が行う必

当

要があるが、印刷、発

性

行は、専門的
な技術を

こ

有する事業者に委託す

の

ることがふさわしいと

事

考えるため。

効
率
性

事

業

業を統合することがで

の

きない。
事務事業の統

必

廃合により、

事業の効

要

率化を図り、成果
内　

性

容
を向上させる方法を

は

記入し

て下さい。

事業

薄

費を削減することによ

れ

り質が低下してしまう

て

と、議会だよりを読む

得

市民に
現状より事業費

ら

・人件費を
とって、不

れ

利益となりうる恐れが

て

ある。そのため、当事

い

業の事業費を削減する

る

削減する方法を記入し

い

て下
ことはできない。

ま

さい。（仕様の変更、

せ

外部 内　容
委託、従事

ん

時間の削減等は

できな

か

いか？)

公
平
性

議会の

。

情報を議会だよりを通

十

じて市民に対して、
□

分

ある ■ 現状で適正
受益

な

者負担はありますか？

成

今後も議会情報を提供

果

していく必要性がある

が

ため
また、受益者負担

理

割合は適 ■ ない □ 検討

　

が必要 内　容 。
正です

由

か？
□ 受益者がいない

得

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ら

Ｉ
Ｏ
Ｎ

議会広報にどこ

れ

までの情報を掲載す 会

て

派代表者会での協議結

い

果を全議員
事業実施上

ま

の課題、住 るかについ

す

て、議員間で意見が分

か

か に周知し、議会運営

？

委員会で協議決
民・議

得

会等からの意見 意　見

ら

れている。 対応策 定す

れ

る。その後に全員協議

て

会におい
と対応策 て全

い

議員に結果報告する。

な

年４回の定例会、臨時

い

会の議会情報 なし
R5

事

年度の事業計画は前 変

業

　更
の提供 年４回の定

進

例会、臨時会の議会情

展

報
年度から変更・追加

等

は 前年度 ・
の提供のた

に

め変わらない
あるか 追

よ

　加

今後の事業・コス

る

ト・成果の方向性 今後

環

の事業の方向性、改革

境

・改善案
※今年度から

変

の具体的な事業の進め

化

方、手段の見直し等、

あ

各方向性の内容

　　　

る

　　　　　　□　拡大

に

令和４(2022)年

伴

度にリニューアルした

い

議会だより「き
　　　

、

　　　　　　□　改善

対

ずな」で議会の情報を

象

より分かりやすく市民

を

に発信し
　　　　　　

見

　　　■　現状維持 て

直

いく。
　　　　　　　

す

　　□　縮小
　　　　

（

　　　　　□　統合
　

拡

　　　　　　　　□　

そ

完了
　　　　　　　　

の

　□　廃止・休止
コス

理

トの方向性
　　　　　

由

　　　　→　維持
成果

大

の方向性
　　　　　　

・

　　　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 458 議会だより発行事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

議会だよりを発行し、配布することにより、市民にみよし市
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

議会の各種情報や本会議での一般質問の内容などについて知
いませんか。十分な成果が 理　由

ってもらう機会を提供することができているため。
得られてい

様

ますか？ □ 得られてい

式

ない

対象が変わらない

1

ため。
事業進展等によ

-

る環境変化
□ ある

に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 14 市政啓発事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 秘書広報課 課長名 近藤　諭一郎
この事務事業の開始時期 平成6(1994)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

新聞広告掲載…市政・イベント情報等の関連記事や広 ・市政、イベント情報等に関する記事や広告を年間を
告の掲載を依頼する。 通して掲載し情報を発信することで市政への関心を高
CATV及びコミュニティFM…市政情報番組を放送する。 めてもらう。
HP制作管理…市政情報を市内外に向けて発信する最も ・市政情報や市内の出来事などをCATVやコミュニティ
重要な媒体の一つであり、ウェブアクセシビリティに FMの番組で放送をしたり、市のホームページで動画配
配慮したCMSを利用したホームページ環境を維持する 信する。FMでは月1回の「市長ホットライン」におい
。 て市長が生放送で

令

出演し市政の取組を伝

和

える。
市勢要覧印刷…

 

転入者や視察来庁者、

5

視察訪問先に配 ・4年

年

に1回、内容を一新し

度

て市政要覧本冊版を、

（

英語
布して市への関心

4

を高めてもらう。 翻訳

年

を併記して発行し、他

度

の3年間はダイジェス

実

ト版
ＳＤＧｓの取り組

施

み：17 を発行。
・新

分

聞広告掲載等を依頼し

）

、5紙に延べ6回掲載

事

した。
R4年度に実施

務

した具体的な ・報道提

事

供を303件行った。

業

事業の方法、手順、指

目

標に対す ・新聞掲載等

的

を通して、市政情報を

評

市内外に周知できた。

価

る成果等 ・市政情報番

表

組を委託制作し、CA

様

TV及びコミュニティ

式

FMで放映・放送した

1

。
・市政要覧ダイジェ

-

スト版を2,200部

1

発行した。

事務事業を

記

取り巻く状況は過去と

入

比べ変化しているか (

日

1)活動指標（事務事

令

業の活動量を表す指標

和

）

多様な情報発信手段

0

が増えているが、報道

6

機関による情報 名称 単

年

位
発信の広汎性は維持

0

される。 ① 新聞広告等

1

掲載依頼数 件
変 化

②

月

報道提供数 件
内 容

対

2

象(この事業の対象、

3

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

１

大きさを表す指標）

市

事

民 名称 単位
① 全市民 人

務

② CATV加入世帯数

事

世帯

目的(この事業に

業

よって上記対象をどの

の

ような状態にしたいの

現

か) (3)成果指標（

状

目的の達成度を示す指

　

標）

より多くの市民に

Ｐ

市政情報を目にしても

Ｌ

らう。 名称 単位
① 新聞

Ａ

広告等掲載数 回
② HP

Ｎ

アクセス数 件

結果(上

及

位基本事業の意図) (

び

4)結果の成果指標（

Ｄ

上位基本事業の成果指

Ｏ

標）

市政への関心を高

事

めてもらう。 名称 単位

務

① 広報紙以外で市政情

事

報を得た人の割合 ％
②

業

広報・広聴の満足度 ％

名

事務事業の各種指標の

N

実績と見込及び目標

R

o

3年度 R4年度 R4年

.

度 R5年度 R6年度 R

1

7年度 R8年度
指標 

4

＼ 年度 単位
実績値 計

市

画値 実績値 計画値 目標

政

値 目標値 目標値
(1)

啓

の ① 件 11 11 6 11

発

11 11 11
活動指標

事

② 件 248 250 30

務

3 310 310 310

政

310
(2)の ① 人 6

策

1,218 62,36

こ

0 61,375 61,

の

656 61,938 6

事

2,219 62,50

務

0
対象指標 ② 世帯 13

事

,805 13,975

業

14,001 14,1

施

45 14,315 14

策

,485 14,655

の

(3)の ① 回 11 11

位

6 11 11 11 11
成

置

果指標 ② 件 1,825

基

,339 1,835,

本

000 1,554,1

事

23 1,836,00

業

0 1,837,000

主

1,838,000 1

管

,839,000
(4

課

)の結果の ① ％ 27.

名

6 29 27.6 28 3

課

0 30.5 31
成果指

長

標 ② ％ 77.5 80 8

名

1.5 83.5 85.

こ

5 86.5 87.5
予

の

算費目 会計 01 一般

事

会計 款 02 項 01 目 0

務

5

コスト 年度 R3年度

事

R4年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度 R7年度

の

R8年度
実績値 計画値

開

実績値 計画値 目標値 目

始

標値 目標値
事業費(決

時

算又は予算額)Ａ 単位

期

344 87,630 8

事

8,222 88,04

務

8 111,124 91

区

,490 90,117

分

財
源
内
訳

 国庫支出金

法

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

定

県支出金 千円 0 0 0 0

受

0 0 0
 地方債 千円 0

託

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 0 800 530 8

務

00 800 800 80

自

0
 一般財源 千円 34

治

4 86,830 87,

事

692 87,248 1

務

10,324 90,6

こ

90 89,317
人件

の

費Ｂ 千円 2,172 2

事

,172 9,774 9

務

,774 9,774 9

事

,774 9,774
正

業

職員従事時間×人数 時

の

間×人 200× 3 20

根

0× 3 900× 3 90

拠

0× 3 900× 3 90

法

0× 3 900× 3
正職

令

員以外の人件費 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
その他の

業

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
トータルコストA

概

+B+C 千円 2,51

要

6 89,802 97,

現

996 97,822 1

在

20,898 101,

の

264 99,891
単

状

位あたりコスト ① 千円

況

/人 0 1.4 1.6 1

と

.6 2 1.6 1.6
（

こ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

の

)の対象指標）② 千円

事

/世帯 0.2 6.4 7

務

6.9 8.4 7 6.8

事

1

業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ルを通じて市民に市政

業

への関心を高めてもら

名

うと
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
いう目

o

的は変わらない。
に伴

.

い、目的を見直す（目

1

その理由
的の追加・拡

4

充又は絞込）

必要はあ

市

りませんか？ ■ ない

有

政

効
性

・より積極的な報

啓

道提供を行ったり、報

発

道機関の関心を高める

事

ような報道提供
今以上

務

に事業の成果を向上
を

２

したりするよう努める

評

。
させる方法を記入し

価

て下さ
・現行の情報発

　

信ツールにSNSを組

Ｃ

み合わせ、より効果的

Ｈ

な情報発信を進めて
い

Ｅ

。 内　容
いく。

※(3

Ｃ

)の成果指標を向上さ

Ｋ

せる

　ことはできます

目

か？

計画通り市政情報

的

を掲載・発信すること

妥

ができた。
目的達成状

当

況 内　容

□民間への一

性

部委託 □民間への全部

こ

委託
市関与の必要性 □

の

指定管理 □補助金・負

事

担金助成 ■市の直営
内

業

　容
　（実施手法） 市

の

が行う情報発信である

必

ため。

効
率
性

統廃合で

要

きる類似事業がない。

性

事務事業の統廃合によ

は

り、

事業の効率化を図

薄

り、成果
内　容

を向上

れ

させる方法を記入し

て

て

下さい。

新聞掲載内容

得

の指定などがあるため

ら

、内容の変更などによ

れ

る縮減はできない。
現

て

状より事業費・人件費

い

を

削減する方法を記入

る

して下

さい。（仕様の

い

変更、外部 内　容
委託

ま

、従事時間の削減等は

せ

できないか？)

公
平
性

ん

直接的な受益者がいな

か

い。
□ ある □ 現状で適

。

正
受益者負担はありま

十

すか？

また、受益者負

分

担割合は適 □ ない □ 検

な

討が必要 内　容
正です

成

か？
■ 受益者がいない

果

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

が

Ｉ
Ｏ
Ｎ

・ひまわりネッ

理

トワークの加入率は ・

　

より魅力的な情報発信

由

手段をSNS
事業実施

得

上の課題、住 50％台

ら

で横ばい状態。 を中心

れ

に検討し情報提供に努

て

める。
民・議会等から

い

の意見 意　見 ・紙媒体

ま

による市勢要覧の発行

す

の是 対応策 ・各課ペー

か

ジのレイアウトなどの

？

さ
と対応策 非を検討す

得

る。 らなる改善を行う

ら

。
 

新聞広告等依頼を

れ

10回程度行い、新 継

て

続して実施するため、

い

前年度と同
R5年度の

な

事業計画は前 変　更
聞

い

掲載等を通して、市政

事

情報を市内 様・同規模

業

で実施。
年度から変更

進

・追加は 前年度 ・
外に

展

発信する。
あるか 追　

等

加

今後の事業・コスト

に

・成果の方向性 今後の

よ

事業の方向性、改革・

る

改善案
※今年度からの

環

具体的な事業の進め方

境

、手段の見直し等、各

変

方向性の内容

　　　　

化

　　　　　■　拡大 ・

あ

新聞広告は、市広報紙

る

よりも広く市内外に情

に

報発信
　　　　　　　

伴

　　□　改善 ができる

い

ため、今後も継続して

、

いく。
　　　　　　　

対

　　□　現状維持 ・よ

象

り多くの人に視聴して

を

もらうため、市政番組

見

の存
　　　　　　　　

直

　□　縮小 在をPRし

す

、番組内容をより充実

（

させる。
　　　　　　

拡

　　　□　統合 ・市の

そ

魅力発信手段としての

の

ホームページを充実さ

理

せ
　　　　　　　　　

由

□　完了 転入者等の増

大

加につなげる。また、

・

SNSなど情報発信
　

縮

　　　　　　　　□　

小

廃止・休止 手段の有効

）

な活用を検討する。
コ

必

ストの方向性 ・市勢要

要

覧をデータで作成し、

は

最新の情報を発信でき

あ

　　　　　　　　　↑

り

　増加 るようにする。

ま

成果の方向性  
　　　

せ

　　　　　　↑　増加

な

2

い
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 14 市政啓発事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市政情報が新聞広告やCATV・コミュニティFM、ホームページ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

で掲載・発進されることで、市内外に広く周知できている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

情報発信ツールを閲覧する市民が対

様

象であるため変化はな

式

い。
事業進展等による

1

環境変化
□ ある

に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
■ ない

んか

務

？

多様な情報発信ツー



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 18 広報みよし発行事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 秘書広報課 課長名 近藤　諭一郎
この事務事業の開始時期 昭和31(1956)年6月30日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・毎月１日に広報紙を発行し、全世帯へ配布。 ・市民が読みやすい広報紙を作成するため、取材、原
・全ページカラー印刷 稿作成、編集、校正の各作業を行い、ＤＴＰで原稿デ
・ＤＴＰ(Desk Top Publishing)により職員が版下デ ータを作成し、印刷会社へ印刷製本を依頼する。
ータまでを作成し、印刷製本を発注している。 ・市政に関する情報を発信し、市民に市政に対する理
・発行した広報を多言語に対応した翻訳機能付きアプ 解と関心を高めてもらうことで、協働のまちづくりを
リを活用してより多くの市民に情報を提供する。 推進する。
 ・外国人住民

令

や障がい者などすべて

和

の市民に対して多
ＳＤ

 

Ｇｓの取り組み：17

5

様な媒体で情報を閲覧

年

することができるよう

度

にし、す
べての市民が

（

市からの情報に触れる

4

機会を提供するこ
とで

年

、市の情報発信を強化

度

していく。
・取材、編

実

集、校正の各作業を行

施

い、原稿データを作成

分

した。
R4年度に実施

）

した具体的な ・原稿デ

事

ータを印刷業者で印刷

務

製本を発注した。
事業

事

の方法、手順、指標に

業

対す ・納品された広報

目

紙を行政区を通じて全

的

戸配布した。
る成果等

評

事務事業を取り巻く状

価

況は過去と比べ変化し

表

ているか (1)活動指

様

標（事務事業の活動量

式

を表す指標）

情報化社

1

会の進展により、紙媒

-

体以外の様々な手段で

1

情報 名称 単位
を入手で

記

きるようになっている

入

。 ① 広報紙発行部数 部

日

変 化
② 広報紙発行回

令

数 回
内 容

対象(この

和

事業の対象、範囲とな

0

る人、物) (2)対象

6

指標（対象の大きさを

年

表す指標）

市民 名称 単

0

位
① 全市民 人
②

目的(

1

この事業によって上記

月

対象をどのような状態

1

にしたいのか) (3)

7

成果指標（目的の達成

日

度を示す指標）

広報紙

１

から市政情報を得ても

事

らう 名称 単位
① 広報紙

務

配布世帯の割合 ％
②

結

事

果(上位基本事業の意

業

図) (4)結果の成果

の

指標（上位基本事業の

現

成果指標）

広報紙から

状

市政に関する情報を得

　

て、市民に市政に対す

Ｐ

る理解と 名称 単位
関心

Ｌ

を高めてもらうことで

Ａ

、協働のまちづくりを

Ｎ

推進する。 ① 広報紙か

及

ら市政情報を得ている

び

人の割合 ％
②

事務事業

Ｄ

の各種指標の実績と見

Ｏ

込及び目標

R3年度 R

事

4年度 R4年度 R5年

務

度 R6年度 R7年度 R

事

8年度
指標 ＼ 年度

業

単位
実績値 計画値 実績

名

値 計画値 目標値 目標値

N

目標値
(1)の ① 部 2

o

81,587 282,

.

500 283,460

1

283,500 284

8

,500 285,50

広

0 286,500
活動

報

指標 ② 回 12 12 12

み

12 12 12 12
(2

よ

)の ① 人 61,218

し

62,360 61,3

発

75 61,656 61

行

,938 62,219

事

62,500
対象指標

業

②
(3)の ① ％ 100

政

100 100 100 1

策

00 100 100
成果

こ

指標 ②
(4)の結果の

の

① ％ 89.6 85.5

事

89.6 90 90 90

務

90
成果指標 ②

予算費

事

目 会計 01 一般会計

業

款 02 項 01 目 05

コ

施

スト 年度 R3年度 R4

策

年度 R4年度 R5年度

の

R6年度 R7年度 R8

位

年度
実績値 計画値 実績

置

値 計画値 目標値 目標値

基

目標値
事業費(決算又

本

は予算額)Ａ 単位 10

事

,616 13,101

業

12,797 14,9

主

68 16,064 17

管

,013 17,078

課

財
源
内
訳

 国庫支出金

名

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

課

県支出金 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
 地方債 千円 0

名

0 0 0 0 0 0
 その他

こ

千円 960 825 1,

の

545 975 1,50

事

0 1,500 1,50

務

0
 一般財源 千円 9,

事

656 12,276 1

業

1,252 13,99

の

3 14,564 15,

開

513 15,578
人

始

件費Ｂ 千円 10,51

時

2.5 13,553.

期

3 10,490.8 1

事

0,490.8 10,

務

490.8 10,49

区

0.8 10,490.

分

8
正職員従事時間×人

法

数 時間×人 968× 3

定

936× 4 966× 3

受

966× 3 966× 3

託

966× 3 966× 3

事

正職員以外の人件費 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
その

自

他の費用Ｃ 千円 0 61

治

0 0 610 610 0 0

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 21,128

こ

.5 27,264.3

の

23,287.8 26

事

,068.8 27,1

務

64.8 27,503

事

.8 27,568.8

業

単位あたりコスト ① 千

の

円/人 0.3 0.4 0

根

.4 0.4 0.4 0.

拠

4 0.4
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

令

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない。
事業進展等によ

業

る環境変化 □ ある
に伴

名

い、目的を見直す（目

N

その理由
的の追加・拡

o

充又は絞込）

必要はあ

.

りませんか？ ■ ない

有

1

効
性

より読みやすい紙

8

面や、手に取ってもら

広

える魅力的な紙面づく

報

りを工夫するこ
今以上

み

に事業の成果を向上
と

よ

で、より多くの市民に

し

読んでいただくことが

発

できる。
させる方法を

行

記入して下さ

い。 内　

事

容
※(3)の成果指標

業

を向上させる

　ことは

２

できますか？

計画通り

評

発行した。
目的達成状

価

況 内　容

■民間への一

　

部委託 □民間への全部

Ｃ

委託
市関与の必要性 □

Ｈ

指定管理 □補助金・負

Ｅ

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） 紙

Ｋ

面レイアウトやデザイ

目

ンは民間へ委託するこ

的

とは可能。

効
率
性

市ホ

妥

ームページから広報紙

当

を読むことができる。

性

ただし、ホームページ

こ

を利用
事務事業の統廃

の

合により、
できない人

事

や、紙媒体での広報紙

業

を好む人がいるため、

の

紙媒体での発行をなく

必

事業の効率化を図り、

要

成果
内　容 すことはで

性

きない。
を向上させる

は

方法を記入し

て下さい

薄

。

編集時間を要するコ

れ

ーナーや取材が必要な

て

コーナーを減らすこと

得

で、事務量を
現状より

ら

事業費・人件費を
縮減

れ

することはできる。た

て

だし、広報紙発行の成

い

果は薄くなる。
削減す

る

る方法を記入して下

さ

い

い。（仕様の変更、外

ま

部 内　容
委託、従事時

せ

間の削減等は

できない

ん

か？)

公
平
性

直接的な

か

受益者がいない。
□ あ

。

る □ 現状で適正
受益者

十

負担はありますか？

ま

分

た、受益者負担割合は

な

適 □ ない □ 検討が必要

成

内　容
正ですか？

■ 受

果

益者がいない

３
改
革
改

が

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

・

理

広報紙は届いても読ま

　

ない、不要 研修や参考

由

図書で編集技能を高め

得

、
事業実施上の課題、

ら

住 、「届いていない」

れ

との意見を市民 より読

て

みやすい紙面や、手に

い

取って
民・議会等から

ま

の意見 意　見 からいた

す

だくことがある。 対応

か

策 もらえる魅力的な紙

？

面づくりを工夫
と対応

得

策 ・広報配布業務が負

ら

担となっている する。

れ

行政区がある。
広報紙

て

を全世帯に配布した。

い

継続して実施するため

な

、前年度と同
R5年度

い

の事業計画は前 変　更

事

様・同規模で実施。
年

業

度から変更・追加は 前

進

年度 ・
あるか 追　加

今

展

後の事業・コスト・成

等

果の方向性 今後の事業

に

の方向性、改革・改善

よ

案
※今年度からの具体

る

的な事業の進め方、手

環

段の見直し等、各方向

境

性の内容

　　　　　　

変

　　　□　拡大 ・広報

化

紙の内容や紙面構成を

あ

工夫し、文書表現やレ

る

イ
　　　　　　　　　

に

■　改善 アウト力の技

伴

術向上を図る。
　　　

い

　　　　　　□　現状

、

維持 ・インターネット

対

を活用した広報活動を

象

より充実させ
　　　　

を

　　　　　□　縮小 る

見

必要がある。また多文

直

化共生社会における外

す

国人向
　　　　　　　

（

　　□　統合 けの市政

拡

情報を翻訳して、多く

そ

の情報を提供すること

の

　　　　　　　　　□

理

　完了 が必要である。

由

・紙媒体だけでなく、

大

ＳＮＳなどを利
　　　

・

　　　　　　□　廃止

縮

・休止 用した電子媒体

小

での情報発信を充実さ

）

せる必要がある
コスト

必

の方向性 。・広報紙配

要

布業務の民間委託を検

は

討する必要がある
　　

あ

　　　　　　　→　維

り

持 。・多言語情報発信

ま

クラウドサービスによ

せ

り、広報紙
成果の方向

な

性 を電子書籍化し、電

い

子配信を開始し、継続

ん

する。
　　　　　　　

か

　　↑　増加

2

？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 18 広報みよし発行事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民アンケートでも広報紙から市政情報を得ているとする人
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の割合が最も高く、必要性に応えることができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象が市民であるため見直すこと

様

はない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

市民に市政情報

務

を届ける目的は変わら



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 126 印刷物配布事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 昭和48(1973)年以降 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし広報発行規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

印刷物の配布業務を行政区に委託し、公費の大幅な節 行政区から区民へ市等からの広報紙等の文書を配布し
減により効率的・効果的で信頼性の高い方法で配布を てもらうため、市から行政区への配布業務を委託して
行うため、市から行政区への配付業務を委託する。 いる。市等の配布物を集約し、行政区へ定期的に配布
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 することで行政区における事務の軽減に繋がっている

。

行政区へ広報紙等の印刷物配布業務を委託し、行政区内の世帯に印刷物を届けた。
R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況

令

は過去と比べ変化して

和

いるか (1)活動指標

 

（事務事業の活動量を

5

表す指標）

携帯電話や

年

インターネットの普及

度

により、紙媒体の周知

（

方 名称 単位
法だけでは

4

なく、メールやホーム

年

ページ等による周知方

度

法 ① 年間印刷物配布回

実

数 回
変 化

の活用を検

施

討する必要がある。 ②

分

配布世帯数 世帯
内 容

）

対象(この事業の対象

事

、範囲となる人、物)

務

(2)対象指標（対象

事

の大きさを表す指標）

業

全世帯 名称 単位
① 全世

目

帯数 世帯
②

目的(この

的

事業によって上記対象

評

をどのような状態にし

価

たいのか) (3)成果

表

指標（目的の達成度を

様

示す指標）

効率的な方

式

法で全世帯に対して印

1

刷物を配布し、市政へ

-

の理解を 名称 単位
深め

1

る。 ① 印刷物配布委託

記

経費／各戸郵送経費 ％

入

② 配布世帯／全世帯数

日

％

結果(上位基本事業

令

の意図) (4)結果の

和

成果指標（上位基本事

0

業の成果指標）

行政情

5

報を適正に管理し、事

年

務の効率化を図るとと

0

もに、積極的 名称 単位

5

に情報を公表、公開し

月

、市政に関心を深めて

2

もらい、市民に街づ ①

5

広報紙等で行政情報を

日

得ている人の割合 ％
く

１

りに参加してもらう。

事

②

事務事業の各種指標

務

の実績と見込及び目標

事

R3年度 R4年度 R4

業

年度 R5年度 R6年度

の

R7年度 R8年度
指標

現

 ＼ 年度 単位
実績値

状

計画値 実績値 計画値 目

　

標値 目標値 目標値
(1

Ｐ

)の ① 回 12 12 12

Ｌ

12 12 12 12
活動

Ａ

指標 ② 世帯 25,10

Ｎ

4 25,104 25,

及

480 25,597 2

び

5,714 25,83

Ｄ

0 25,947
(2)

Ｏ

の ① 世帯 25,104

事

25,104 25,4

務

80 25,597 25

事

,714 25,830

業

25,947
対象指標

名

②
(3)の ① ％ 25 2

N

5 25 25 25 25 2

o

5
成果指標 ② ％ 100

.

100 100 100 1

1

00 100 100
(4

2

)の結果の ① ％ 83.

6

9 85 83.9 85 8

印

5 85 85
成果指標 ②

刷

予算費目 会計 01 一

物

般会計 款 02 項 01 目

配

15

コスト 年度 R3年

布

度 R4年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

業

度 R8年度
実績値 計画

政

値 実績値 計画値 目標値

策

目標値 目標値
事業費(

こ

決算又は予算額)Ａ 単

の

位 823 876 876

事

946 1,100 1,

務

100 1,100

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

施

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

位

0 0 0 0 0 0 0
 一般

置

財源 千円 823 876

基

876 946 1,10

本

0 1,100 1,10

事

0
人件費Ｂ 千円 448

業

.9 448.9 362

主

362 362 362 3

管

62
正職員従事時間×

課

人数 時間×人 31× 4

名

31× 4 25× 4 25

課

× 4 25× 4 25× 4

長

25× 4
正職員以外の

名

人件費 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
その他の費用Ｃ 千

の

円 31 31 32 32 3

事

2 32 32
トータルコ

務

ストA+B+C 千円 1

事

,302.9 1,35

業

5.9 1,270 1,

の

340 1,494 1,

開

494 1,494
単位

始

あたりコスト ① 千円/

時

世帯 0.1 0.1 0 0

期

.1 0.1 0.1 0.

事

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

区

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

分

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない
んか？

市民全体に

業

行政情報を提供し、透

名

明性のある開かれた市

N

政を推進して
事業進展

o

等による環境変化 □ あ

.

る
いく必要があるため

1

。
に伴い、目的を見直

2

す（目
その理由

的の追

6

加・拡充又は絞込）

必

印

要はありませんか？ ■

刷

ない
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